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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第２四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自2018年４月１日
至2018年９月30日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （千円） 32,783,827 59,208,463

経常利益 （千円） 930,454 1,781,679

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 588,272 1,014,762

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 597,040 992,655

純資産額 （千円） 9,582,264 9,317,621

総資産額 （千円） 20,115,866 19,870,200

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 35.26 75.79

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 34.29 69.04

自己資本比率 （％） 47.6 46.9

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） 351,891 2,751,711

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △93,558 △102,198

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △424,210 △735,294

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 5,117,861 5,283,739

回次
第39期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2018年７月１日
至2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 20.75

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社株式が2018年３月16日に東京証券取引所市

場第一部に上場したため、新規上場日から期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しておりま

す。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準

等を遡って適用した後の指標等となっております。

５．当社は、第38期第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第38期第２

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

６．当社は、2018年８月22日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第38期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益を算定しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は次のとおりであります。

当社は、前事業年度の有価証券報告書の中で、金融機関との金銭消費貸借契約および貸出コミットメント型当座

貸越約定において、主たる事業の変更、合併その他企業結合あるいは第三者との事業もしくは資産の譲渡あるいは譲

受が確定した場合には、当該金融機関の事前承諾を得ることとする条項があり、この遵守事項に抵触した場合には、

当該契約が解除され、新たな借入ができなくなる、又は、借入金の即時返済を求められる可能性があることを「（当

社グループ経営全般について）(1)資金調達の資産制限条項等に係るリスクについて」として記載しておりました

が、本書提出日現在において当該契約はいずれも終了しているため、本リスクは消滅しております。なお、当社は、

2018年10月より新たな金銭消費貸借契約および貸出コミットメント型当座貸越約定を締結しておりますが、新たな契

約において当該条項は含まれておりません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行ってお

ります。

(1）財政状態および経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国の経済は、７月の西日本豪雨や９月の北海道胆振東部地震などの自然

災害の影響が一部あったものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が

継続いたしました。

また、世界経済においては、通商問題の動向、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響等について留意

する必要があったものの、総じて緩やかな回復が継続いたしました。

こうした中、当社の重要顧客である国内メーカーの生産は、堅調に推移し、外部人材活用のニーズも引き続き旺

盛な状況でした。

一方、雇用情勢の面では、労働需給がひっ迫する中、人材確保が困難な状況が継続いたしました。

このような環境の中、当社グループでは、「人を育て 人を活かす」の創業理念のもと、2019年３月期から2021

年３月期までの中期経営計画に沿って、営業、採用、教育活動の強化を進め、顧客評価と従業員評価の向上を図っ

てまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は、次のとおりであります。

なお、2018年３月期第２四半期は、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表は作成していないため、前年同

期との比較については参考数値となります。

ａ．財政状態

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は20,115百万円となり、前連結会計年度末に比べ245百万円増加いたし

ました。

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は10,533百万円となり、前連結会計年度末に比べ18百万円減少いたしま

した。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は9,582百万円となり、前連結会計年度末に比べ264百万円増加いたし

ました。

ｂ．経営成績

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高32,783百万円（前年同期比16.8％増）、営業利益915百万円

（前年同期比33.4％増）、経常利益930百万円（前年同期比38.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益588百

万円（前年同期比32.0％増）となりました。

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

（総合人材サービス事業）

総合人材サービス事業では、製造系人材サービスとして製造派遣・製造請負を、事務系人材サービスとして、

一般事務派遣、ＢＰＯ（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ｏｕｔｓｏｕｒｃｉｎｇ：企業運営上の業務やビジ

ネスプロセスを、専門企業に外部委託すること）を行っております。

当第２四半期連結累計期間の当事業は、売上高の91.5％を占める製造系人材サービスにおいて、重要顧客であ

るアカウント企業へ「技能社員」を重点的に配属していく戦略のもと、人材育成への投資を積極的に行い、製造

スタッフの技能向上と定着率の向上を図ってまいりました。2018年５月１日に開設した「日総テクニカルセンタ

ー中日本（長野県岡谷市）」などの研修施設を活用し、自動車や電子部品、精密機器などの分野で活躍できる人

材を育成し、顧客に付加価値の高いサービスを提供することに取り組みました。これにより、顧客環境において

は、輸送機器メーカー及び電子部品メーカーを中心に受注が拡大いたしました。また、自社採用サイトの活用に

より低コストでの採用を実現するとともに、処遇の改善や教育機会の充実によって製造スタッフの就業意欲を高
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め、定着率の向上を図り、在籍者数が順調に増加（前連結会計年度末比1,102名増）いたしました。さらに、無

期雇用であり定着率の高い「技能社員」を配置する提案が重要顧客において好条件で進んだ結果、前連結会計年

度と比較し、当第２四半期連結累計期間における月間平均一人当たり売上高は14千円増加いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は、前年同期（26,937百万円）と比較して17.2％増加し、31,580百万円とな

りました。

また、利益面では、大幅な増収による効果および販管費比率の低減に向けた取り組みが、製造スタッフの処遇

改善や教育への投資などによる費用の上昇を吸収した結果、セグメント利益は、前年同期（719百万円）と比較

して47.4％増加し、1,060百万円となりました。

（その他の事業）

その他の事業では、介護・福祉事業を行っております。

当第２四半期連結累計期間の当事業は、2018年３月１日に開設した介護施設「すいとぴー東戸塚（横浜市戸塚

区）」への入居者数が増加いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は、前年同期（1,143百万円）と比較して5.7％増加し、1,208百万円となり

ました。

また、利益面では、「すいとぴー東戸塚」の入居数は増加しておりますが、開設後間もないため、人件費や

運営費など売上原価の増加を吸収しきれず、セグメント損失は、前年同期（30百万円の営業損失）と比較して

112百万円拡大し、143百万円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物残高は、5,117百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額504百万円等の支出がありましたが、税金等調整前四

半期純利益930百万円等の収入により、351百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出90百万円等の支出により、93百万円の支

出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額348百万円等の支出により、424百万円の支出となりまし

た。

(3）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、重要な変更があった事業上及び財務上の対処すべき課題は次のとおりであ

ります。

（その他の事業）

介護保険法への対応と収益性の向上

わが国の高齢化（総人口に占める65歳以上人口の割合の増加）が進むことに伴い、介護ニーズがさらに高まるこ

とが見込まれております。一方で、今後さらに進む少子高齢化に伴い、介護保険制度の見直しが行われる際には介

護報酬の抑制傾向は強まるものと予想されます。

また、先行費用が発生する新規施設での入居計画の遅れや既存施設での入居者数の減少による施設稼働率の低下

は介護事業の業績に大きく影響を及ぼします。

このような環境の中、当社グループはお客様に安心して利用していただける介護事業者となることが最重要課題

と認識しております。

当社グループでは、介護就業者への教育体制を整備し、個人の能力を高めるとともに、これまでに培ったノウハ

ウを活かし、提供サービスの質を高め、施設入居者や介護サービスの利用者の増加を図ってまいります。また、業

務の効率化を推進するなど経営体質の改善に取り組み、収益基盤の強化と収益性を高めた事業展開を目指してまい

ります。

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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(6）従業員数

当第２四半期連結累計期間において、当社グループでは、主に製造系人材サービスを中心に採用活動の強化や定

着率の向上に取り組んできた結果、総合人材サービス事業における無期雇用社員・期間契約社員数（製造スタッ

フ、派遣スタッフ）は、前連結会計年度（年間平均で12,212名）と比較して7.7％増加し、13,150名（注）となり

ました。

これに伴い、総合人材サービス事業の従業員数が増加いたしました。また、その他の事業につきましては、主に

新設介護施設の従業員数が増加いたしました。

（注）無期雇用社員・期間契約社員数（製造スタッフ、派遣スタッフ）は当第２四半期連結累計期間の平均在籍者

数となっております。

セグメントの名称
2018年３月31日現在

従業員数（人）

2018年９月30日現在

従業員数（人）

総合人材サービス事業 1,332 (267) 1,384 (250)

その他の事業 242 (44)  260 (47)

合計 1,574 (311) 1,644 (297)

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当第２四半期連結累計期間の平均人員

を（ ）外数で記載しております。
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３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,200,000

計 51,200,000

（注）2018年８月６日開催の取締役会決議により、2018年８月22日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株

式総数は25,600,000株増加し、51,200,000株となっております。

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,734,680 16,764,280
東京証券取引所

（市場第一部）

株主として権利内容

に何ら限定のない当

社における標準とな

る株式であり、単元

株式数は100株であ

ります。

計 16,734,680 16,764,280 － －

（注）１．2018年８月６日開催の取締役会決議により、2018年８月22日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割

を行っております。

２．「提出日現在発行数」欄には、2018年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2018年７月１日～

2018年９月30日

（注）１

29,940 8,367,340 3,143 1,993,359 3,143 2,344,309

2018年８月22日

（注）２ 8,367,340 16,734,680 － 1,993,359 － 2,344,309

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2018年８月６日開催の取締役会決議により、2018年８月22日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割

し、これに伴い発行済株式総数が8,367,340株増加しております。なお、当該株式分割による資本金及び資

本準備金の増加はありません。

３．2018年10月１日から2018年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が29,600株、資

本金及び資本準備金がそれぞれ1,554千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ＣＷホールディングス 神奈川県横浜市港北区篠原町1134-10 3,456,000 20.65

清水興産株式会社
神奈川県横浜市神奈川区栄町10-35

ザ・ヨコハマタワーズＷ4205号
3,276,000 19.58

清水 唯雄 神奈川県横浜市神奈川区 1,794,200 10.72

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８-11 1,742,000 10.41

清水 智華子 神奈川県横浜市神奈川区 800,000 4.78

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ

ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ（ＩＮＴＥ

ＲＮＡＴＩＯＮＡＬ）ＬＩＭＩＴＥ

Ｄ 131800（常任代理人 株式会社

みずほ銀行決済営業部）

２－４， ＲＵＥ ＥＵＧＥＮＥ ＲＵ

ＰＰＥＲＴ，Ｌ－2453 ＬＵＸＥＭＢＯ

ＵＲＧ，ＧＲＡＮＤ ＤＵＣＨＹ ＯＦ

ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ（東京都港区港南

２丁目15-１）

757,800 4.53

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 560,300 3.35

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＥＣＵ

ＲＩＴＩＥＳ ＳＥＲＶＩＣＥＳ

ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／ＪＡＳＤＥ

Ｃ／ＦＩＭ／ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ

ＦＵＮＤＳ／ＵＣＩＴＳ ＡＳＳＥ

ＴＳ（常任代理人 香港上海銀行東

京支店 カストディ業務部）

33 ＲＵＥ ＤＥ ＧＡＳＰＥＲＩＣ

Ｈ，Ｌ－5826 ＨＯＷＡＬＤ－ＨＥＳＰ

ＥＲＡＮＧＥ，ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ

（東京都中央区日本橋３丁目11‐１）

545,000 3.26

清水 智湖 神奈川県横浜市神奈川区 288,000 1.72

ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥ

ＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢ

ＵＳ‐ＭＡＲＧＩＮ（ＣＡＳＨＰ

Ｂ）（常任代理人 野村證券株式会

社）

1 ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ，ＬＯＮＤＯ

Ｎ，ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ，ＵＮＩＴＥＤ

ＫＩＮＧＤＯＭ（東京都中央区日本橋１

丁目９-１）

255,500 1.53

計 － 13,474,800 80.52

（注）１．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入して表

示しております。

２．2018年６月６日付で関東財務局長に提出されたブラックロック・ジャパン株式会社の大量保有報告書の変更

報告書において、2018年５月31日現在で、ブラックロック・ジャパン株式会社及び共同保有者であるブラッ

クロック（ルクセンブルク）エス・エー、ブラックロック・インターナショナル・リミテッドがそれぞれ以

下のとおり株式を保有している旨が記載されていますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿上の所有株式数に基づき記載してお

ります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

ブラックロック・ジャパン株式会

社
東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 126,000 1.52

ブラックロック（ルクセンブル

ク）エス・エー

ルクセンブルグ大公国 Ｌ－1855

Ｊ．Ｆ．ケネディ通り 35Ａ
387,300 4.67

ブラックロック・インターナショ

ナル・リミテッド

英国 エディンバラ センブル・スト

リート１ エクスチェンジ・プレー

ス・ワン

49,800 0.60

合計 － 563,100 6.79
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３．2018年７月20日付で近畿財務局長に提出された株式会社りそな銀行の大量保有報告書の変更報告書におい

て、2018年７月13日現在で以下のとおり株式を保有している旨が記載されていますが、当社として当第２四

半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿上の所

有株式数に基づき記載しております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

株式会社りそな銀行
大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番

１号
297,900 3.57
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,733,500 167,335 －

単元未満株式 普通株式 1,180 － －

発行済株式総数 16,734,680 － －

総株主の議決権 － 167,335 －

（注）単元未満株式には、当社保有の自己株式が64株含まれております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はございません。

なお、当四半期累計期間終了後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長 取締役副社長 矢花 卓夫 2018年10月１日

また、当社では執行役員制度を導入しており、前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における

執行役員の異動は、次のとおりであります。

退任執行役員

役名 氏名 職名 退任年月日

執行役員 佐々木 泰俊 事業本部製造統括部長 2018年７月15日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は行

っておりません。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,283,739 5,117,861

受取手形及び売掛金 6,791,691 7,153,936

その他 684,061 673,233

貸倒引当金 △6,444 △5,727

流動資産合計 12,753,048 12,939,304

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,113,842 2,088,882

土地 2,771,384 2,771,384

その他（純額） 109,108 155,093

有形固定資産合計 4,994,335 5,015,360

無形固定資産 380,215 356,562

投資その他の資産

その他 1,744,344 1,806,365

貸倒引当金 △1,742 △1,726

投資その他の資産合計 1,742,601 1,804,639

固定資産合計 7,117,152 7,176,562

資産合計 19,870,200 20,115,866

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 501,889 518,724

未払費用 4,331,212 4,451,717

未払法人税等 632,856 458,029

賞与引当金 528,328 675,992

その他 2,212,673 2,078,957

流動負債合計 8,206,960 8,183,421

固定負債

長期借入金 1,883,221 1,832,090

退職給付に係る負債 36,418 64,560

その他 425,978 453,530

固定負債合計 2,345,618 2,350,181

負債合計 10,552,579 10,533,602

純資産の部

株主資本

資本金 1,985,364 1,993,359

資本剰余金 2,336,314 2,344,309

利益剰余金 4,808,584 5,048,626

自己株式 - △156

株主資本合計 9,130,263 9,386,138

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 160,525 170,110

為替換算調整勘定 1,529 1,364

退職給付に係る調整累計額 25,302 24,650

その他の包括利益累計額合計 187,357 196,125

純資産合計 9,317,621 9,582,264

負債純資産合計 19,870,200 20,115,866
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

売上高 32,783,827

売上原価 27,275,027

売上総利益 5,508,800

販売費及び一般管理費 ※4,593,429

営業利益 915,371

営業外収益

受取利息 917

受取配当金 6,987

助成金収入 20,990

受取家賃 22,789

その他 20,718

営業外収益合計 72,402

営業外費用

支払利息 18,051

持分法による投資損失 1,335

賃貸費用 10,848

その他 27,084

営業外費用合計 57,319

経常利益 930,454

税金等調整前四半期純利益 930,454

法人税、住民税及び事業税 360,673

法人税等調整額 △18,490

法人税等合計 342,182

四半期純利益 588,272

非支配株主に帰属する四半期純利益 -

親会社株主に帰属する四半期純利益 588,272
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

四半期純利益 588,272

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,585

退職給付に係る調整額 △652

持分法適用会社に対する持分相当額 △165

その他の包括利益合計 8,767

四半期包括利益 597,040

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 597,040

非支配株主に係る四半期包括利益 -
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 930,454

減価償却費 137,409

貸倒引当金の増減額（△は減少） △732

賞与引当金の増減額（△は減少） 147,664

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 3,386

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 28,141

受取利息及び受取配当金 △7,905

支払利息 18,051

持分法による投資損益（△は益） 1,335

売上債権の増減額（△は増加） △362,244

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 3,265

未払費用の増減額（△は減少） 120,510

未払消費税等の増減額（△は減少） △161,275

その他 △4,627

小計 853,432

利息及び配当金の受取額 7,905

利息の支払額 △18,061

法人税等の還付額 13,144

法人税等の支払額 △504,529

営業活動によるキャッシュ・フロー 351,891

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △90,490

無形固定資産の取得による支出 △8,327

貸付けによる支出 △1,450

貸付金の回収による収入 1,250

その他 5,458

投資活動によるキャッシュ・フロー △93,558

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △234,296

リース債務の返済による支出 △57,516

株式の発行による収入 15,989

自己株式の取得による支出 △156

配当金の支払額 △348,230

財務活動によるキャッシュ・フロー △424,210

現金及び現金同等物に係る換算差額 -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △165,877

現金及び現金同等物の期首残高 5,283,739

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※5,117,861
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高及び電子記録債権割引高

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

受取手形割引高 4,226千円 -千円

電子記録債権割引高 212,999 175,904

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日

至 2018年９月30日）

給料及び手当 1,901,186千円

賞与引当金繰入額 217,326

退職給付費用 61,746

貸倒引当金繰入額 △233

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

当第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

現金及び預金勘定 5,117,861千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 -

現金及び現金同等物 5,117,861

（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 348,230 42 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

（注）当社は、2018年８月22日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、「１株当た

り配当額」については、当該株式分割前の金額を記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】
当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

総合人材サービ
ス事業

その他の事業 計

売上高

外部顧客への売上高 31,575,688 1,208,139 32,783,827 - 32,783,827

セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,805 - 4,805 △4,805 -

計 31,580,494 1,208,139 32,788,633 △4,805 32,783,827

セグメント利益又は損失

（△）
1,060,430 △143,156 917,274 △1,902 915,371

（注）１ セグメント利益又は損失の調整額△1,902千円は、セグメント間取引消去等であります。
２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項
当社グループでは、「総合人材サービス事業」と「その他の事業」を報告セグメントとしておりました

が、全セグメントに占める「総合人材サービス事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいこと
から、セグメント情報の記載を省略しておりました。
第１四半期連結会計期間より「その他の事業」である介護・福祉事業における介護施設の開設に伴い、開

示情報としての重要性が増したため、「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情
報」を記載しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以
下のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間

（自 2018年４月１日

至 2018年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 35.26円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 588,272

普通株主に帰属しない金額（千円） -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
588,272

普通株式の期中平均株式数（株） 16,682,643

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 34.29円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） -

普通株式増加数（株） 474,544

（うち新株予約権（株）） （474,544）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

（注）当社は、2018年８月22日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算
定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2018年11月９日

日総工産株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柳井 浩一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大野 祐平

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日総工産株式

会社の２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０１８年７月１

日から２０１８年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０１８年４月１日から２０１８年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日総工産株式会社及び連結子会社の２０１８年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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